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１．割賦販売法（昭和 36年法律第 159号）（抜粋） 

 

（定義） 

第二条 （略） 

２・３ （略） 

４ この法律において「個別信用購入あつせん」とは、カード等を利用することなく、

特定の販売業者が行う購入者への商品若しくは指定権利の販売又は特定の役務提供

事業者が行う役務の提供を受ける者への役務の提供を条件として、当該商品若しくは

当該指定権利の代金又は当該役務の対価の全部又は一部に相当する金額の当該販売

業者又は当該役務提供事業者への交付（当該販売業者又は当該役務提供事業者以外の

者を通じた当該販売業者又は当該役務提供事業者への交付を含む。）をするとともに、

当該購入者又は当該役務の提供を受ける者からあらかじめ定められた時期までに当

該金額を受領すること（当該購入者又は当該役務の提供を受ける者が当該販売業者か

ら商品若しくは指定権利を購入する契約を締結し、又は当該役務提供事業者から役務

の提供を受ける契約を締結した時から二月を超えない範囲内においてあらかじめ定

められた時期までに受領することを除く。）をいう。 

 

（包括信用購入あつせんの取引条件に関する情報の提供等） 

第三十条 包括信用購入あつせんを業とする者（以下「包括信用購入あつせん業者」と

いう。）は、第二条第三項第一号に規定する包括信用購入あつせんをするためカード

等を利用者に交付し又は付与するときは、経済産業省令・内閣府令で定めるところに

より、当該包括信用購入あつせんをする場合における取引条件に関する次の事項に係

る情報を当該利用者に提供しなければならない。 

一 包括信用購入あつせんに係る商品若しくは権利の代金又は役務の対価（包括信用

購入あつせんの手数料を含む。）の支払の期間及び回数 

二 経済産業省令・内閣府令で定める方法により算定した包括信用購入あつせんの手

数料の料率 

三 前二号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項 

２ 包括信用購入あつせん業者は、第二条第三項第二号に規定する包括信用購入あつせ

んをするためカード等を利用者に交付し又は付与するときは、経済産業省令・内閣府

令で定めるところにより、当該包括信用購入あつせんをする場合における取引条件に

関する次の事項に係る情報を当該利用者に提供しなければならない。 

一 利用者が弁済をすべき時期及び当該時期ごとの弁済金の額の算定方法 

二 経済産業省令・内閣府令で定める方法により算定した包括信用購入あつせんの手

数料の料率 
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三 前二号に掲げるもののほか、経済産業省令・内閣府令で定める事項 

３ 包括信用購入あつせん業者は、前二項に規定するカード等の交付時又は付与時にお

いて利用者から第一項各号又は前項各号の事項を記載した書面の交付を求められた

ときは、遅滞なく、経済産業省令・内閣府令で定めるところにより、当該書面を交付

しなければならない。ただし、当該利用者の保護に支障を生ずることがない場合とし

て経済産業省令・内閣府令で定める場合は、この限りでない。 

４ 包括信用購入あつせん業者は、第一項又は第二項に規定する包括信用購入あつせん

をする場合の取引条件について広告をするときは、経済産業省令・内閣府令で定める

ところにより、当該広告に、それぞれ第一項各号又は第二項各号の事項を表示しなけ

ればならない。 

 

（包括支払可能見込額の調査） 

第三十条の二 包括信用購入あつせん業者は、包括信用購入あつせんをするためカード

等を利用者（個人である利用者に限る。以下この条、次条、第三十条の五の五、第三

十条の五の六、第三十五条の二の四、第三十五条の二の五及び第三節において同じ。）

に交付し若しくは付与しようとする場合又は利用者に交付し若しくは付与したカー

ド等についてそれに係る極度額（包括信用購入あつせんに係る購入又は受領の方法に

より商品若しくは権利を購入し、又は役務を受領することができる額の上限であつて、

あらかじめ定められたものをいう。以下同じ。）を増額しようとする場合には、その

交付若しくは付与又はその増額に先立つて、経済産業省令・内閣府令で定めるところ

により、年収、預貯金、信用購入あつせん（包括信用購入あつせん及び個別信用購入

あつせんをいう。以下同じ。）に係る債務の支払の状況、借入れの状況その他の当該

利用者の包括支払可能見込額を算定するために必要な事項として経済産業省令・内閣

府令で定めるものを調査しなければならない。ただし、当該利用者の保護に支障を生

ずることがない場合として経済産業省令・内閣府令で定める場合は、この限りでない。 

２ この節において「包括支払可能見込額」とは、主として自己の居住の用に供する住

宅その他の経済産業省令・内閣府令で定める資産を譲渡し、又は担保に供することな

く、かつ、生活維持費（最低限度の生活を維持するために必要な一年分の費用として

経済産業省令・内閣府令で定める額をいう。第三十五条の三の三において同じ。）に

充てるべき金銭を使用することなく、利用者が包括信用購入あつせんに係る購入又は

受領の方法により購入しようとする商品若しくは指定権利の代金又は受領しようと

する役務の対価に相当する額の支払に充てることができると見込まれる一年間当た

りの額をいう。 

３ 包括信用購入あつせん業者は、第一項本文の規定による調査を行うときは、第三十

五条の三の三十六第一項の規定による指定を受けた者（以下「指定信用情報機関」と
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いう。）が保有する特定信用情報（利用者又は購入者（個人である購入者に限る。以

下この項、第三十五条の三の三、第三十五条の三の四及び第三節において同じ。）若

しくは役務の提供を受ける者（個人である役務の提供を受ける者に限る。以下この項、

第三十五条の三の三、第三十五条の三の四及び同節において同じ。）の包括支払可能

見込額、第三十条の五の四第一項に規定する利用者支払可能見込額又は第三十五条の

三の三第二項に規定する個別支払可能見込額に関する情報（当該利用者又は購入者若

しくは役務の提供を受ける者を識別することができる情報を含む。）のうち、信用購

入あつせんに係る債務の支払の状況その他経済産業省令・内閣府令で定めるものをい

う。以下同じ。）を使用しなければならない。 

４ 包括信用購入あつせん業者は、包括信用購入あつせんをするためカード等を利用者

に交付し若しくは付与した場合又は利用者に交付し若しくは付与したカード等につ

いてそれに係る極度額を増額した場合には、経済産業省令・内閣府令で定めるところ

により、第一項本文の規定による調査に関する記録を作成し、これを保存しなければ

ならない。 

 

（包括信用購入あつせん業者に対する抗弁） 

第三十条の四 購入者又は役務の提供を受ける者は、第二条第三項第一号に規定する包

括信用購入あつせんに係る購入又は受領の方法により購入した商品若しくは指定権

利又は受領する役務に係る第三十条の二の三第一項第二号の支払分の支払の請求を

受けたときは、当該商品若しくは当該指定権利の販売につきそれを販売した包括信用

購入あつせん関係販売業者又は当該役務の提供につきそれを提供する包括信用購入

あつせん関係役務提供事業者に対して生じている事由をもつて、当該支払の請求をす

る包括信用購入あつせん業者に対抗することができる。 

２～４ （略） 

 

（個別信用購入あつせん関係販売契約等の勧誘に係る調査） 

第三十五条の三の五 個別信用購入あつせん業者は、次の各号のいずれかに該当する契

約（第三十五条の三の七において「特定契約」という。）であつて、個別信用購入あ

つせんに係る販売の方法により商品若しくは指定権利を販売する契約（以下「個別信

用購入あつせん関係販売契約」という。）又は個別信用購入あつせんに係る提供の方

法により役務を提供する契約（以下「個別信用購入あつせん関係役務提供契約」とい

う。）に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結しようとする

場合には、その契約の締結に先立つて、経済産業省令・内閣府令で定めるところによ

り、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業

者による同条各号のいずれかに該当する行為の有無に関する事項であつて経済産業
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省令・内閣府令で定める事項を調査しなければならない。 

一 特定商取引に関する法律第二条第一項に規定する訪問販売（以下「訪問販売」と

いう。）に係る契約 

二 特定商取引に関する法律第二条第三項に規定する電話勧誘販売（以下「電話勧誘

販売」という。）に係る契約 

三 連鎖販売個人契約のうち特定商品販売等契約を除いたもの（以下「特定連鎖販売

個人契約」という。） 

四 特定商取引に関する法律第四十一条第一項第一号に規定する特定継続的役務提

供契約又は同項第二号に規定する特定権利販売契約（以下「特定継続的役務提供等

契約」という。） 

五 業務提供誘引販売個人契約 

２ 個別信用購入あつせん業者は、経済産業省令・内閣府令で定めるところにより、前

項の規定による調査に関する記録を作成し、これを保存しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第三十五条の三の六 個別信用購入あつせん関係販売業者及び個別信用購入あつせん

関係役務提供事業者は、前条第一項の規定による調査に協力するよう努めなければな

らない。 

 

（個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの承諾等の禁止） 

第三十五条の三の七 個別信用購入あつせん業者は、第三十五条の三の五第一項の規定

による調査その他の方法により知つた事項からみて、個別信用購入あつせん関係販売

業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が特定契約に係る個別信用購入

あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込み又は締

結の勧誘をするに際し、次の各号のいずれかに該当する行為をしたと認めるときは、

当該勧誘の相手方に対し当該個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは当該個別

信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契約の申

込みをし、又は当該勧誘の相手方から受けた当該個別信用購入あつせん関係販売契約

若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん

関係受領契約の申込みを承諾してはならない。ただし、当該勧誘の相手方が当該個別

信用購入あつせん関係販売契約又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約の

締結を必要とする特別の事情があることを確認した場合その他当該勧誘の相手方の

利益の保護に欠け、又は欠けることとなるおそれがないと認めるときは、この限りで

ない。 

一 特定商取引に関する法律第六条第一項から第三項まで、第二十一条各項、第三十
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四条第一項から第三項まで、第四十四条各項又は第五十二条第一項若しくは第二項

の規定に違反する行為 

二 消費者契約法（平成十二年法律第六十一号）第四条第一項から第三項までに規定

する行為（同条第二項に規定する行為にあつては、同項ただし書の場合に該当する

ものを除く。） 

 

（個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの撤回等） 

第三十五条の三の十 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者（以下この

条において「申込者等」という。）は、書面により、申込みの撤回等（次の各号の個

別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約

に係る個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの撤回又は次の各号の個別信用

購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る

個別信用購入あつせん関係受領契約の解除をいう。以下この条において同じ。）を行

うことができる。ただし、前条第三項の書面を受領した日（その日前に同条第一項の

書面を受領した場合にあつては、当該書面を受領した日）から起算して八日を経過し

たとき（申込者等が、個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入あつ

せん関係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業者が個別信用購入あつせ

ん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購

入あつせん関係受領契約の締結について勧誘をするに際し、若しくは申込みの撤回等

を妨げるため、申込みの撤回等に関する事項につき不実のことを告げる行為をしたこ

とにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は個別信用購入あつせん

関係販売業者若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは個別信用

購入あつせん業者が個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつ

せん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結させ、若しく

は申込みの撤回等を妨げるため、威迫したことにより困惑し、これらによつて当該期

間を経過するまでに申込みの撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該

個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提

供事業者又は当該個別信用購入あつせん業者が経済産業省令・内閣府令で定めるとこ

ろにより申込みの撤回等を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領した

日から起算して八日を経過したとき）は、この限りでない。 

一 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者が営業所等以外の場所において個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別

信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを受けた場合 当該申込みをした者 

二 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者が営業所等において個別信用購入あつせん関係特定顧客から個別信用購入あ
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つせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを受け

た場合 当該申込みをした者 

三 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者が個別信用購入あつせん関係電話勧誘顧客から当該個別信用購入あつせん関

係販売契約又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みを郵便等に

より受けた場合 当該申込みをした者 

四 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者が営業所等以外の場所において個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別

信用購入あつせん関係役務提供契約を締結した場合（個別信用購入あつせん関係販

売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者の営業所等において当該契

約の申込みを受けた場合を除く。） 当該契約の相手方 

五 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者が営業所等において個別信用購入あつせん関係特定顧客と個別信用購入あつ

せん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約を締結した場合 

当該契約の相手方 

六 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者が個別信用購入あつせん関係電話勧誘顧客と当該個別信用購入あつせん関係

販売契約又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約を郵便等により締結し

た場合 当該契約の相手方 

２ 申込みの撤回等は、前項本文の書面を発した時に、その効力を生ずる。 

３ 申込みの撤回等があつた場合においては、個別信用購入あつせん業者は、当該申込

みの撤回等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

４ 個別信用購入あつせん業者は、第一項本文の書面を受領した時には、直ちに、個別

信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者にそ

の旨を通知しなければならない。 

５ 申込者等が申込みの撤回等を行つた場合には、当該申込みの撤回等に係る第一項本

文の書面を発する時において現に効力を有する個別信用購入あつせん関係販売契約

若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込み又は個別信用購入あつせ

ん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約は、当該申込者等が

当該書面を発した時に、撤回されたものとみなし、又は解除されたものとみなす。た

だし、当該申込者等が当該書面において反対の意思を表示しているときは、この限り

でない。 

６ 前項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入

あつせん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売

契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされ
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た場合においては、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関

係役務提供事業者は、当該契約の申込みの撤回又は当該契約の解除に伴う損害賠償又

は違約金の支払を請求することができない。 

７ 個別信用購入あつせん業者は、申込みの撤回等があり、かつ、第五項本文の規定に

より個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提

供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信

用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合には、既に商品

若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の個別信用購入

あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者への交付をし

たときにおいても、申込者等に対し、当該個別信用購入あつせん関係販売業者又は当

該個別信用購入あつせん関係役務提供業者に対して交付をした当該商品若しくは権

利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額その他当該個別信用購入あ

つせんにより得られた利益に相当する金銭の支払を請求することができない。 

８ 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業

者は、第五項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用

購入あつせん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係

販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみな

された場合において、個別信用購入あつせん業者から既に商品若しくは権利の代金又

は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の交付を受けたときは、当該個別信用購

入あつせん業者に対し、当該交付を受けた商品若しくは権利の代金又は役務の対価の

全部又は一部に相当する金額を返還しなければならない。 

９ 個別信用購入あつせん業者は、申込みの撤回等があり、かつ、第五項本文の規定に

より個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提

供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信

用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合において、申込

者等から当該個別信用購入あつせん関係受領契約に関連して金銭を受領していると

きは、当該申込者等に対し、速やかに、これを返還しなければならない。 

１０ 第五項本文の規定により個別信用購入あつせん関係販売契約の申込みが撤回さ

れ、又は個別信用購入あつせん関係販売契約が解除されたものとみなされた場合にお

いて、その個別信用購入あつせん関係販売契約に係る商品の引渡し又は権利の移転が

既にされているときは、その引取り又は返還に要する費用は、個別信用購入あつせん

関係販売業者の負担とする。 

１１ 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者は、第五項本文の規定により第一項第一号若しくは第二号の個別信用購入あつせ

ん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みが撤回さ
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れ、又は同項第四号若しくは第五号の個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個

別信用購入あつせん関係役務提供契約が解除されたものとみなされた場合には、既に

当該個別信用購入あつせん関係販売契約に基づき引き渡された商品が使用され若し

くは指定権利の行使により施設が利用され若しくは役務が提供され又は当該個別信

用購入あつせん関係役務提供契約に基づき役務が提供されたときにおいても、同項第

一号、第二号、第四号又は第五号に定める者に対し、その商品の使用により得られた

利益若しくは当該権利の行使により得られた利益に相当する金銭又は当該個別信用

購入あつせん関係役務提供契約に係る役務の対価その他の金銭の支払を請求するこ

とができない。 

１２ 個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関係販売

業者は、第五項本文の規定により第一項第三号の個別信用購入あつせん関係役務提供

契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約であつて指定権利を販売するもの

の申込みが撤回され、又は同項第六号の個別信用購入あつせん関係役務提供契約若し

くは個別信用購入あつせん関係販売契約であつて指定権利を販売するものが解除さ

れたものとみなされた場合には、既に当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約に

基づき役務が提供され又は当該権利の行使により施設が利用され若しくは役務が提

供されたときにおいても、同項第三号又は第六号に定める者に対し、当該個別信用購

入あつせん関係役務提供契約に係る役務の対価その他の金銭又は当該権利の行使に

より得られた利益に相当する金銭の支払を請求することができない。 

１３ 個別信用購入あつせん関係役務提供事業者は、第五項本文の規定により個別信用

購入あつせん関係役務提供契約の申込みが撤回され、又は個別信用購入あつせん関係

役務提供契約が解除されたものとみなされた場合において、当該個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約に関連して金銭（個別信用購入あつせん業者から交付されたもの

を除く。）を受領しているときは、申込者等に対し、速やかに、これを返還しなけれ

ばならない。 

１４ 個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせんに係る販売

の方法により指定権利を販売する契約における申込者等は、その個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせんに係る販売の方法により指定権利を

販売する契約につき第五項本文の規定により契約の申込みが撤回され、又は契約が解

除されたものとみなされた場合において、当該個別信用購入あつせん関係役務提供契

約又は当該個別信用購入あつせんに係る販売の方法により指定権利を販売する契約

に係る役務の提供に伴い申込者等の土地又は建物その他の工作物の現状が変更され

たときは、当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は当該個別信用購入あつ

せん関係販売業者に対し、その原状回復に必要な措置を無償で講ずることを請求する

ことができる。 
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１５ 第一項から第三項まで、第五項から第七項まで及び第九項から前項までの規定に

反する特約であつて申込者等に不利なものは、無効とする。 

 

第三十五条の三の十一 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせ

ん関係役務提供事業者が特定連鎖販売個人契約等であつて個別信用購入あつせん関

係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものの申込

みを受けた場合における当該申込みをした者又は特定連鎖販売個人契約等であつて

個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契

約に該当するものを締結した場合における当該契約の相手方（以下この条において

「申込者等」という。）は、次に掲げる場合を除き、書面により、その特定連鎖販売

個人契約等であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつ

せん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の

申込みの撤回又はその特定連鎖販売個人契約等であつて個別信用購入あつせん関係

販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個

別信用購入あつせん関係受領契約の解除を行うことができる。 

一 特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信

用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものの申込者等が第三十五条の三の

九第三項の書面を受領した日（その日前に同条第一項の書面を受領した場合にあつ

ては、当該書面を受領した日）から起算して二十日を経過したとき（その特定連鎖

販売個人契約に係る特定負担が再販売をする商品の購入についてのものである場

合において、同条第三項の書面を受領した日がその特定連鎖販売個人契約に基づき

購入したその商品につき最初の引渡しを受けた日前の日となる場合には、その引渡

しを受けた日から起算して二十日を経過したとき）。ただし、申込者等が、個別信

用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供事業者

若しくは個別信用購入あつせん業者若しくは特定商取引に関する法律第三十三条

第二項に規定する統括者（以下「統括者」という。）、同法第三十三条の二に規定す

る勧誘者（以下「勧誘者」という。）若しくは同条に規定する一般連鎖販売業者（以

下「一般連鎖販売業者」という。）がその統括者の統括する一連の連鎖販売業に係

る特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個

別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせ

ん関係受領契約の締結について勧誘をするに際し、若しくは申込みの撤回等（その

連鎖販売業に係る特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売

契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別

信用購入あつせん関係受領契約の申込みの撤回又はその連鎖販売業に係る特定連

鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購
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入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受

領契約の解除をいう。以下この号において同じ。）を妨げるため、申込みの撤回等

に関する事項につき不実のことを告げる行為をしたことにより当該告げられた内

容が事実であるとの誤認をし、又は個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個

別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業者若し

くは統括者、勧誘者若しくは一般連鎖販売業者がその統括者の統括する一連の連鎖

販売業に係る特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約

若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用

購入あつせん関係受領契約を締結させ、若しくは申込みの撤回等を妨げるため、威

迫したことにより困惑し、これらによつて当該期間を経過するまでに申込みの撤回

等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該個別信用購入あつせん関係販売

業者若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは当該個別信

用購入あつせん業者又は当該統括者、当該勧誘者若しくは当該一般連鎖販売業者が

経済産業省令・内閣府令で定めるところにより申込みの撤回等を行うことができる

旨を記載して交付した書面を受領した日から起算して二十日を経過したとき。 

二 特定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約又

は個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものの申込者等が第三十五条の

三の九第三項の書面を受領した日（その日前に同条第一項の書面を受領した場合に

あつては、当該書面を受領した日）から起算して八日を経過したとき。ただし、申

込者等が、個別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせ

ん関係販売業者若しくは個別信用購入あつせん業者が特定継続的役務提供等契約

であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約若しくは個別信用購入あつせん

関係販売契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の締結に

ついて勧誘をするに際し、若しくは申込みの撤回等（特定継続的役務提供等契約で

あつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約若しくは個別信用購入あつせん関

係販売契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の申込みの

撤回又は特定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供

契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る個別信用

購入あつせん関係受領契約の解除をいう。以下この号において同じ。）を妨げるた

め、申込みの撤回等に関する事項につき不実のことを告げる行為をしたことにより

当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は個別信用購入あつせん関係役

務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入

あつせん業者が特定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役

務提供契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る個

別信用購入あつせん関係受領契約を締結させ、若しくは申込みの撤回等を妨げるた
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め、威迫したことにより困惑し、これらによつて当該期間を経過するまでに申込み

の撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該個別信用購入あつせん関

係役務提供事業者若しくは当該個別信用購入あつせん関係販売業者又は当該個別

信用購入あつせん業者が経済産業省令・内閣府令で定めるところにより申込みの撤

回等を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領した日から起算して八

日を経過したとき。 

三 業務提供誘引販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個

別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものの申込者等が第三十五条の

三の九第三項の書面を受領した日（その日前に同条第一項の書面を受領した場合に

あつては、当該書面を受領した日）から起算して二十日を経過したとき。ただし、

申込者等が、個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入あつせん関

係役務提供事業者若しくは個別信用購入あつせん業者が業務提供誘引販売個人契

約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関

係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の締結

について勧誘をするに際し、若しくは申込みの撤回等（その業務提供誘引販売個人

契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん

関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の申

込みの撤回又はその業務提供誘引販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関

係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係

る個別信用購入あつせん関係受領契約の解除をいう。以下この号において同じ。）

を妨げるため、申込みの撤回等に関する事項につき不実のことを告げる行為をした

ことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は個別信用購入あつ

せん関係販売業者若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供事業者若しくは個

別信用購入あつせん業者が業務提供誘引販売個人契約であつて個別信用購入あつ

せん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するも

のに係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結させ、若しくは申込みの撤回等

を妨げるため、威迫したことにより困惑し、これらによつて当該期間を経過するま

でに申込みの撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該個別信用購入

あつせん関係販売業者若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又

は当該個別信用購入あつせん業者が経済産業省令・内閣府令で定めるところにより

申込みの撤回等を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領した日から

起算して二十日を経過したとき。 

２ 前項第一号ただし書に規定する申込みの撤回等があり、かつ、特定連鎖販売個人契

約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務

提供契約に該当するものが特定商取引に関する法律第四十条第一項の規定により解
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除された場合又は第七項本文の規定により解除されたものとみなされた場合におい

て、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業

者が申込者等に対し、当該連鎖販売業に係る商品若しくは権利の販売又は役務の提供

を行つており、かつ、特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売

契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購

入あつせん関係受領契約を締結した個別信用購入あつせん業者が併せて当該商品若

しくは当該権利又は当該役務に係る特定商品販売等契約であつて個別信用購入あつ

せん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係

る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結している場合には、申込者等は、前項第

一号に掲げる場合を除き、当該特定商品販売等契約であつて個別信用購入あつせん関

係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別

信用購入あつせん関係受領契約についても、書面により、当該契約の申込みの撤回又

は当該契約の解除を行うことができる。 

３ 第一項第二号ただし書に規定する申込みの撤回等があり、かつ、特定継続的役務提

供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせ

ん関係販売契約に該当するものが特定商取引に関する法律第四十八条第一項の規定

により解除された場合又は第七項本文の規定により解除されたものとみなされた場

合において、個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関

係販売業者が関連商品（同条第二項に規定する関連商品をいう。以下同じ。）の販売

又はその代理若しくは媒介を行つており、かつ、特定継続的役務提供等契約であつて

個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせん関係販売契約に

該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結した個別信用購入あ

つせん業者が併せて当該関連商品の販売に係る契約（以下「関連商品販売契約」とい

う。）であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る個別信用購

入あつせん関係受領契約を締結している場合には、申込者等は、第一項第二号に掲げ

る場合を除き、当該関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に

該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約についても、書面により、当

該契約の申込みの撤回又は当該契約の解除を行うことができる。ただし、申込者等が

第三十五条の三の九第一項の書面又は同条第三項の書面を受領した場合において、関

連商品であつてその使用若しくは一部の消費により価額が著しく減少するおそれが

ある商品として同法第四十八条第二項に規定する政令で定めるものを使用し又はそ

の全部若しくは一部を消費したとき（当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者

若しくは当該個別信用購入あつせん関係販売業者又は当該個別信用購入あつせん業

者が当該申込者等に当該商品を使用させ、又はその全部若しくは一部を消費させた場

合を除く。）は、この限りでない。 
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４ 第一項、第二項又は前項本文の規定による契約の申込みの撤回又は契約の解除は、

当該契約の申込みの撤回又は当該契約の解除を行う旨の書面を発した時に、その効力

を生ずる。 

５ 第一項、第二項又は第三項本文の規定による契約の申込みの撤回又は契約の解除が

あつた場合においては、個別信用購入あつせん業者は、当該契約の申込みの撤回又は

当該契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができない。 

６ 個別信用購入あつせん業者は、第一項の書面又は第三項本文の書面を受領した時に

は、直ちに、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務

提供事業者にその旨を通知しなければならない。 

７ 申込者等が第一項第一号ただし書に規定する申込みの撤回等、同項第二号ただし書

に規定する申込みの撤回等又は同項第三号ただし書に規定する申込みの撤回等（以下

この項において「申込みの撤回等」という。）を行つた場合には、当該申込みの撤回

等に係る第一項の書面を発する時において現に効力を有する特定連鎖販売個人契約

等であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務

提供契約に該当するものは、当該申込者等が当該書面を発した時に、解除されたもの

とみなし、申込者等が第三項本文の規定により契約の申込みの撤回又は契約の解除を

行つた場合には、当該契約の申込みの撤回又は当該契約の解除に係る同項本文の書面

を発する時において現に効力を有する関連商品販売契約であつて個別信用購入あつ

せん関係販売契約に該当するものは、当該申込者等が当該書面を発した時に、解除さ

れたものとみなす。ただし、当該申込者等が当該書面において反対の意思を表示して

いるときは、この限りでない。 

８ 前項本文の規定により特定連鎖販売個人契約等であつて個別信用購入あつせん関

係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するもの又は関

連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものが解除

されたものとみなされた場合において、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別

信用購入あつせん関係役務提供事業者は、当該契約の解除に伴う損害賠償又は違約金

の支払を請求することができない。 

９ 個別信用購入あつせん業者は、第一項又は第三項本文の規定による契約の申込みの

撤回又は契約の解除があり、かつ、第七項本文の規定により特定連鎖販売個人契約等

であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役

務提供契約に該当するもの又は関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん関

係販売契約に該当するものが解除されたものとみなされた場合には、既に商品若しく

は権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の個別信用購入あつせ

ん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者への交付をしたとき

においても、申込者等に対し、当該個別信用購入あつせん関係販売業者又は当該個別
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信用購入あつせん関係役務提供事業者に対して交付をした当該商品若しくは権利の

代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額その他当該個別信用購入あつせ

んにより得られた利益に相当する金銭の支払を請求することができない。 

１０ 個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事

業者は、第七項本文の規定により特定連鎖販売個人契約等であつて個別信用購入あつ

せん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するもの

又は関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するもの

が解除されたものとみなされた場合において、個別信用購入あつせん業者から既に商

品若しくは権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の交付を受け

たときは、当該個別信用購入あつせん業者に対し、当該交付を受けた商品若しくは権

利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額を返還しなければならない。 

１１ 個別信用購入あつせん業者は、第一項又は第三項本文の規定による契約の申込み

の撤回又は契約の解除があり、かつ、第七項本文の規定により特定連鎖販売個人契約

等であつて個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係

役務提供契約に該当するもの又は関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん

関係販売契約に該当するものが解除されたものとみなされた場合において、申込者等

から当該個別信用購入あつせん関係受領契約に関連して金銭を受領しているときは、

当該申込者等に対し、速やかに、これを返還しなければならない。 

１２ 第七項本文の規定により特定連鎖販売個人契約等であつて個別信用購入あつせ

ん関係販売契約に該当するもの又は関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせ

ん関係販売契約に該当するものが解除されたものとみなされた場合において、その特

定連鎖販売個人契約等であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するもの

又は関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するもの

に係る商品の引渡し又は権利の移転が既にされているときは、その引取り又は返還に

要する費用は、個別信用購入あつせん関係販売業者の負担とする。 

１３ 個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関係販売

業者は、第七項本文の規定により特定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あ

つせん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせんに係る販売の方法により指定権

利を販売する契約に該当するものが解除されたものとみなされた場合には、既に当該

特定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当

するものに基づき役務が提供され、又は当該権利の行使により施設が利用され若しく

は役務が提供されたときにおいても、申込者等に対し、当該特定継続的役務提供等契

約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る役務の対

価その他の金銭又は当該権利の行使により得られた利益に相当する金銭の支払を請

求することができない。 
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１４ 個別信用購入あつせん関係役務提供事業者は、第七項本文の規定により特定継続

的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するもの

が解除されたものとみなされた場合において、特定継続的役務提供等契約であつて個

別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに関連して金銭（個別信用購入

あつせん業者から交付されたものを除く。）を受領しているときは、申込者等に対し、

速やかに、これを返還しなければならない。 

１５ 第一項から第五項まで、第七項から第九項まで及び第十一項から前項までの規定

に反する特約であつて申込者等に不利なものは、無効とする。 

 

（個別信用購入あつせん関係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

第三十五条の三の十三 購入者又は役務の提供を受ける者は、個別信用購入あつせん関

係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が訪問販売に係る個別信

用購入あつせん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係

る個別信用購入あつせん関係受領契約又は電話勧誘販売に係る個別信用購入あつせ

ん関係販売契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購

入あつせん関係受領契約の締結について勧誘をするに際し、次に掲げる事項につき不

実のことを告げる行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認

をし、又は第一号から第五号までに掲げる事項につき故意に事実を告げない行為をし

たことにより当該事実が存在しないとの誤認をし、これらによつて当該契約の申込み

又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。 

一 購入者又は役務の提供を受ける者の支払総額 

二 個別信用購入あつせんに係る各回ごとの商品若しくは権利の代金又は役務の対

価の全部又は一部の支払分の額並びにその支払の時期及び方法 

三 商品の種類及びその性能若しくは品質又は権利若しくは役務の種類及びこれら

の内容その他これらに類するものとして特定商取引に関する法律第六条第一項第

一号又は第二十一条第一項第一号に規定する主務省令で定める事項のうち、購入者

又は役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの 

四 商品の引渡時期若しくは権利の移転時期又は役務の提供時期 

五 個別信用購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契

約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みの撤回又は個別信用

購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは

個別信用購入あつせん関係役務提供契約の解除に関する事項（第三十五条の三の十

第一項から第三項まで、第五項から第七項まで及び第九項から第十四項までの規定

に関する事項を含む。） 

六 前各号に掲げるもののほか、当該個別信用購入あつせん関係受領契約又は当該個
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別信用購入あつせん関係販売契約若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提

供契約に関する事項であつて、購入者又は役務の提供を受ける者の判断に影響を及

ぼすこととなる重要なもの 

２ 購入者又は役務の提供を受ける者が前項の規定により個別信用購入あつせん関係

販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る個別信用購入あつせん

関係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消し、かつ、当該個別信用購入

あつせん関係販売契約又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供契約が取消しそ

の他の事由により初めから無効である場合には、当該個別信用購入あつせん業者は、

当該購入者又は当該役務の提供を受ける者に対し、個別信用購入あつせん関係販売業

者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者に対して交付をした商品若しくは

指定権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額の支払を請求するこ

とができない。 

３ 前項の場合において、個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせ

ん関係役務提供事業者は、個別信用購入あつせん業者に対し、当該交付を受けた商品

若しくは指定権利の代金又は役務の対価の全部又は一部に相当する金額を返還しな

ければならない。 

４ 第二項の場合において、購入者又は役務の提供を受ける者は、個別信用購入あつせ

ん関係受領契約に関連して個別信用購入あつせん業者に対して金銭を支払つている

ときは、その返還を請求することができる。 

５ 第一項の規定による個別信用購入あつせん関係受領契約の申込み又はその承諾の

意思表示の取消しは、これをもつて善意でかつ過失がない第三者に対抗することがで

きない。 

６ 第一項の規定は、同項に規定する個別信用購入あつせん関係受領契約の申込み又は

その承諾の意思表示に対する民法（明治二十九年法律第八十九号）第九十六条の規定

の適用を妨げるものと解してはならない。 

７ 第一項の規定による取消権は、追認をすることができる時から一年間行わないとき

は、時効によつて消滅する。当該個別信用購入あつせん関係受領契約の締結の時から

五年を経過したときも、同様とする。 

 

（取消しの効果） 

第三十五条の三の十四 購入者又は役務の提供を受ける者は、統括者、勧誘者若しくは

一般連鎖販売業者が特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売

契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信

用購入あつせん関係受領契約の締結について勧誘をするに際し、次に掲げる事項につ

き不実のことを告げる行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの
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誤認をし、又は統括者若しくは勧誘者が当該契約の締結について勧誘をするに際し、

第一号から第六号までに掲げる事項につき故意に事実を告げない行為をしたことに

より当該事実が存在しないとの誤認をし、これらによつて当該契約の申込み又はその

承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。 

一 購入者又は役務の提供を受ける者の支払総額 

二 個別信用購入あつせんに係る各回ごとの商品若しくは権利の代金又は役務の対

価の全部又は一部の支払分の額並びにその支払の時期及び方法 

三 商品の種類及びその性能若しくは品質又は施設を利用し若しくは役務の提供を

受ける権利若しくは役務の種類及びこれらの内容その他これらに類するものとし

て特定商取引に関する法律第三十四条第一項第一号に規定する主務省令で定める

事項のうち、購入者又は役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこととなる重

要なもの 

四 当該連鎖販売取引に伴う特定負担に関する事項 

五 個別信用購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契

約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みの撤回又は個別信用

購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは

個別信用購入あつせん関係役務提供契約の解除に関する事項（第三十五条の三の十

一第一項から第五項まで、第七項から第九項まで及び第十一項から第十四項までの

規定に関する事項を含む。） 

六 特定利益に関する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、当該個別信用購入あつせん関係受領契約又は当該個

別信用購入あつせん関係販売契約若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提

供契約に関する事項であつて、購入者又は役務の提供を受ける者の判断に影響を及

ぼすこととなる重要なもの 

２ 前項の規定により特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売

契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購

入あつせん関係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示が取り消され、かつ、当該

特定連鎖販売個人契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購

入あつせん関係役務提供契約に該当するものの申込み又はその承諾の意思表示が特

定商取引に関する法律第四十条の三第一項の規定により取り消された場合であつて、

個別信用購入あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者

が購入者又は役務の提供を受ける者に対し、当該連鎖販売業に係る商品若しくは権利

の販売又は役務の提供を行つており、かつ、当該特定連鎖販売個人契約であつて個別

信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に該当

するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締結した個別信用購入あつせ
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ん業者が併せて当該商品若しくは当該権利の販売又は当該役務の提供に係る特定商

品販売等契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせ

ん関係役務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約を締

結している場合には、購入者又は役務の提供を受ける者は、当該特定商品販売等契約

であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提

供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の解除を行うこと

ができる。 

３ 前条第二項から第七項までの規定は、第一項の規定による個別信用購入あつせん関

係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消しに準用する。 

 

第三十五条の三の十五 役務の提供を受ける者又は購入者は、個別信用購入あつせん関

係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関係販売業者が特定継続的役務提供等

契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は個別信用購入あつせん関

係販売契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の締結につい

て勧誘をするに際し、次に掲げる事項につき不実のことを告げる行為をしたことによ

り当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は第一号から第六号までに掲げ

る事項につき故意に事実を告げないことにより当該事実が存在しないとの誤認をし、

これらによつて当該契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り

消すことができる。 

一 役務の提供を受ける者又は購入者の支払総額 

二 個別信用購入あつせんに係る各回ごとの役務の対価又は権利の代金の全部又は

一部の支払分の額並びにその支払の時期及び方法 

三 役務又は役務の提供を受ける権利の種類及びこれらの内容又は効果（権利の場合

にあつては、当該権利に係る役務の効果）その他これらに類するものとして特定商

取引に関する法律第四十四条第一項第一号に規定する主務省令で定める事項のう

ち、役務の提供を受ける者又は購入者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの 

四 役務の提供又は権利の行使による役務の提供に際し当該役務の提供を受ける者

又は当該権利の購入者が購入する必要のある商品がある場合には、その商品の種類

及びその性能又は品質その他これらに類するものとして特定商取引に関する法律

第四十四条第一項第二号に規定する主務省令で定める事項のうち、役務の提供を受

ける者又は購入者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なもの 

五 役務の提供期間又は権利の行使により受けることができる役務の提供期間 

六 個別信用購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提

供契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約の申込みの撤回又は個別信用

購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約若し
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くは個別信用購入あつせん関係販売契約の解除に関する事項（第三十五条の三の十

一第一項から第五項まで、第七項から第九項まで及び第十一項から第十四項までの

規定に関する事項を含む。） 

七 前各号に掲げるもののほか、当該個別信用購入あつせん関係受領契約又は当該個

別信用購入あつせん関係役務提供契約若しくは当該個別信用購入あつせん関係販

売契約に関する事項であつて、役務の提供を受ける者又は購入者の判断に影響を及

ぼすこととなる重要なもの 

２ 前項の規定により特定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係

役務提供契約又は個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る個別信

用購入あつせん関係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示が取り消された場合

において、個別信用購入あつせん関係役務提供事業者又は個別信用購入あつせん関係

販売業者が役務の提供を受ける者又は購入者に対し、関連商品の販売又はその代理若

しくは媒介を行つており、かつ、当該関連商品販売契約であつて個別信用購入あつせ

ん関係販売契約に該当するものが特定商取引に関する法律第四十九条の二第三項に

おいて準用する同法第四十九条第五項の規定により解除された場合であつて、当該特

定継続的役務提供等契約であつて個別信用購入あつせん関係役務提供契約又は個別

信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受

領契約を締結した個別信用購入あつせん業者が併せて当該関連商品販売契約であつ

て個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん

関係受領契約を締結している場合には、役務の提供を受ける者又は購入者は、当該関

連商品販売契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約に該当するものに係る

個別信用購入あつせん関係受領契約の解除を行うことができる。 

３ 第三十五条の三の十三第二項から第七項までの規定は、第一項の規定による個別信

用購入あつせん関係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消しに準用する。 

 

第三十五条の三の十六 購入者又は役務の提供を受ける者は、個別信用購入あつせん関

係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者が業務提供誘引販売個人

契約であつて個別信用購入あつせん関係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役

務提供契約に該当するものに係る個別信用購入あつせん関係受領契約の締結につい

て勧誘をするに際し、次に掲げる事項につき不実のことを告げる行為をしたことによ

り当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は第一号から第六号までに掲げ

る事項につき故意に事実を告げない行為をしたことにより当該事実が存在しないと

の誤認をし、これらによつて当該契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、

これを取り消すことができる。 

一 購入者又は役務の提供を受ける者の支払総額 
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二 個別信用購入あつせんに係る各回ごとの商品若しくは権利の代金又は役務の対

価の全部又は一部の支払分の額並びにその支払の時期及び方法 

三 商品の種類及びその性能若しくは品質又は施設を利用し若しくは役務の提供を

受ける権利若しくは役務の種類及びこれらの内容その他これらに類するものとし

て特定商取引に関する法律第五十二条第一項第一号に規定する主務省令で定める

事項のうち、購入者又は役務の提供を受ける者の判断に影響を及ぼすこととなる重

要なもの 

四 当該業務提供誘引販売取引に伴う特定商取引に関する法律第五十一条第一項に

規定する特定負担に関する事項 

五 個別信用購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契

約若しくは個別信用購入あつせん関係役務提供契約の申込みの撤回又は個別信用

購入あつせん関係受領契約若しくは個別信用購入あつせん関係販売契約若しくは

個別信用購入あつせん関係役務提供契約の解除に関する事項（第三十五条の三の十

一第一項から第五項まで、第七項から第九項まで及び第十一項から第十四項までの

規定に関する事項を含む。） 

六 その業務提供誘引販売業に係る特定商取引に関する法律第五十一条第一項に規

定する業務提供利益に関する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、当該個別信用購入あつせん関係受領契約又は当該個

別信用購入あつせん関係販売契約若しくは当該個別信用購入あつせん関係役務提

供契約に関する事項であつて、購入者又は役務の提供を受ける者の判断に影響を及

ぼすこととなる重要なもの 

２ 第三十五条の三の十三第二項から第七項までの規定は、前項の規定による個別信用

購入あつせん関係受領契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消しに準用する。 

 

（個別信用購入あつせん業者に対する抗弁） 

第三十五条の三の十九 購入者又は役務の提供を受ける者は、個別信用購入あつせん関

係販売契約又は個別信用購入あつせん関係役務提供契約に係る第三十五条の三の八

第三号の支払分の支払の請求を受けたときは、当該契約に係る個別信用購入あつせん

関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者に対して生じている事

由をもつて、当該支払の請求をする個別信用購入あつせん業者に対抗することができ

る。 

２ 前項の規定に反する特約であつて購入者又は役務の提供を受ける者に不利なもの

は、無効とする。 

３ 第一項の規定による対抗をする購入者又は役務の提供を受ける者は、その対抗を受

けた個別信用購入あつせん業者からその対抗に係る同項の事由の内容を記載した書
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面の提出を求められたときは、その書面を提出するよう努めなければならない。 

４ 前三項の規定は、第一項の支払分の支払であつて政令で定める金額に満たない支払

総額に係るものについては、適用しない。 

 

（業務の運営に関する措置） 

第三十五条の三の二十 個別信用購入あつせん業者は、購入者又は役務の提供を受ける

者の利益の保護を図るため、経済産業省令・内閣府令で定めるところにより、その個

別信用購入あつせんの業務に関して取得した購入者又は役務の提供を受ける者に関

する情報の適正な取扱い、その個別信用購入あつせんの業務を第三者に委託する場合

における当該業務の適確な遂行、その購入者又は役務の提供を受ける者の知識、経験、

財産の状況及び個別信用購入あつせん関係受領契約を締結する目的に照らして適切

な業務の実施並びにその購入者又は役務の提供を受ける者からの苦情の適切かつ迅

速な処理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

２．割賦販売法施行規則（昭和 36年通商産業省令第 95号）（抜粋） 

 

（包括信用購入あつせんの取引条件に関する情報の提供等） 

第三十六条 （略） 

２～５ （略） 

６ 法第三十条第一項第三号の経済産業省令・内閣府令で定める事項は、次のとおりと

する。 

一 支払総額の具体的算定例 

二 極度額について定めがあるときは、その金額 

三 前号に定めるもののほか、カード等の利用に関する特約があるときは、その内容 

 

第七十七条 （略） 

２ 第九十四条第一号の規定により判別した結果、同号の苦情の内容が、個別信用購入

あつせん関係販売業者又は個別信用購入あつせん関係役務提供事業者による特定契

約に係る個別信用購入あつせん関係販売等契約の申込み又は締結の勧誘に係る行為

に起因するものと認められる場合であつて、当該個別信用購入あつせん関係販売業者

又は当該個別信用購入あつせん関係役務提供事業者に対して第七十五条第一号に定

める事項の調査をしていなかつたときは、前項の規定にかかわらず、遅滞なく、当該

調査をしなければならない。 

 

第九十四条 個別信用購入あつせん業者は、法第三十五条の三の二十の規定により購入
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者等からの苦情の適切かつ迅速な処理のために必要な措置を講じるときは、次の各号

に定めるところによらなければならない。 

一 購入者等からの苦情を受け付けたときは、遅滞なく、当該苦情の内容が個別信用

購入あつせん業者又は個別信用購入あつせん関係販売業者若しくは個別信用購入

あつせん関係役務提供事業者による個別信用購入あつせんに係る業務に関する購

入者等の利益の保護に欠ける行為に起因するものであるかを判別すること。 

二～四 （略） 

 

（個別信用購入あつせんの公正かつ適確な実施を確保するために必要な体制） 

第百一条 法第三十五条の三の二十六第一項第九号に規定する経済産業省令で定める

体制は、次のとおりとする。 

一 （略） 

二 購入者等の苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制 

三 個別信用購入あつせんの公正かつ適確な実施を確保するため十分な社内規則等

を定めていること。 

四 （略） 

２ （略） 

 

３．資金決済に関する法律（平成 21年法律第 59号）（抜粋） 

 

（登録の拒否） 

第十条 内閣総理大臣は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は登録

申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しく

は重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。 

一～二 （略） 

三 前払式支払手段により購入若しくは借受けを行い、若しくは給付を受けることが

できる物品等又は提供を受けることができる役務が、公の秩序又は善良の風俗を害

し、又は害するおそれがあるものでないことを確保するために必要な措置を講じて

いない法人 

四 加盟店（前払式支払手段により購入若しくは借受けを行い、若しくは給付を受け

ることができる物品等の販売者若しくは貸出人又は提供を受けることができる役

務の提供者をいう。第三十二条において同じ。）に対する支払を適切に行うために

必要な体制の整備が行われていない法人 

五～九 （略） 

２ （略）  
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４．貸金業法（昭和 58年法律第 32号）（抜粋） 

 

（過剰貸付け等の禁止） 

第十三条の二 貸金業者は、貸付けの契約を締結しようとする場合において、前条第一

項の規定による調査により、当該貸付けの契約が個人過剰貸付契約その他顧客等の返

済能力を超える貸付けの契約と認められるときは、当該貸付けの契約を締結してはな

らない。 

２ 前項に規定する「個人過剰貸付契約」とは、個人顧客を相手方とする貸付けに係る

契約（住宅資金貸付契約その他の内閣府令で定める契約（以下「住宅資金貸付契約等」

という。）及び極度方式貸付けに係る契約を除く。）で、当該貸付けに係る契約を締結

することにより、当該個人顧客に係る個人顧客合算額（住宅資金貸付契約等に係る貸

付けの残高を除く。）が当該個人顧客に係る基準額（その年間の給与及びこれに類す

る定期的な収入の金額として内閣府令で定めるものを合算した額に三分の一を乗じ

て得た額をいう。次条第五項において同じ。）を超えることとなるもの（当該個人顧

客の利益の保護に支障を生ずることがない契約として内閣府令で定めるものを除く。）

をいう。 

 

５．銀行法（昭和 56年法律第 59号）（抜粋） 

 

（銀行との契約締結義務等） 

第五十二条の六十一の十 電子決済等代行業者は、第二条第二十一項各号に掲げる行為

（同項に規定する内閣府令で定める行為を除く。）を行う前に、それぞれ当該各号の

銀行との間で、電子決済等代行業に係る契約を締結し、これに従つて当該銀行に係る

電子決済等代行業を営まなければならない。 

２～３ （略） 

 

６．銀行法施行規則（昭和 57年大蔵省令第 10号）（抜粋） 

 

（電子決済等代行業者との連携及び協働の推進に係る措置） 

第十三条の六の十二 （略） 

２ 銀行は、電子決済等代行業者との間で法第五十二条の六十一の十第一項の契約を締

結しようとするときは、当該電子決済等代行業者がその営む電子決済等代行業の利用

者から当該利用者に係る識別符号等を取得することなく当該銀行に係る電子決済等

代行業を営むことができるよう、体制の整備に努めなければならない。 
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７．特定商取引に関する法律（昭和 51年法律第 57号）（抜粋） 

 

（特定申込みを受ける際の表示） 

第十二条の六 販売業者又は役務提供事業者は、当該販売業者若しくは当該役務提供事

業者若しくはそれらの委託を受けた者が定める様式の書面により顧客が行う通信販

売に係る売買契約若しくは役務提供契約の申込み又は当該販売業者若しくは当該役

務提供事業者若しくはそれらの委託を受けた者が電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法により顧客の使用に係る電子計算機の映像

面に表示する手続に従つて顧客が行う通信販売に係る売買契約若しくは役務提供契

約の申込み（以下「特定申込み」と総称する。）を受ける場合には、当該特定申込み

に係る書面又は手続が表示される映像面に、次に掲げる事項を表示しなければならな

い。 

一 当該売買契約に基づいて販売する商品若しくは特定権利又は当該役務提供契約

に基づいて提供する役務の分量 

二 当該売買契約又は当該役務提供契約に係る第十一条第一号から第五号までに掲

げる事項 

２ 販売業者又は役務提供事業者は、特定申込みに係る書面又は手続が表示される映像

面において、次に掲げる表示をしてはならない。 

一 当該書面の送付又は当該手続に従つた情報の送信が通信販売に係る売買契約又

は役務提供契約の申込みとなることにつき、人を誤認させるような表示 

二 前項各号に掲げる事項につき、人を誤認させるような表示 

 

８．消費者契約法（平成 12年法律第 61号）（抜粋） 

 

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

第四条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者

に対して次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それに

よって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消

すことができる。 

一 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実

であるとの誤認 

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来におけ

るその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変

動が不確実な事項につき断定的判断を提供すること。 当該提供された断定的判断

の内容が確実であるとの誤認 
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２ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対

してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益とな

る旨を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知

により当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意又は重

大な過失によって告げなかったことにより、当該事実が存在しないとの誤認をし、そ

れによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取

り消すことができる。ただし、当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようと

したにもかかわらず、当該消費者がこれを拒んだときは、この限りでない。 

３ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対

して次に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者契約の申込み

又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。 

一 当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場所から

退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去しないこと。 

二 当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該消費

者が退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費者を退去さ

せないこと。 

三 当該消費者に対し、当該消費者契約の締結について勧誘をすることを告げずに、

当該消費者が任意に退去することが困難な場所であることを知りながら、当該消費

者をその場所に同行し、その場所において当該消費者契約の締結について勧誘をす

ること。 

四 当該消費者が当該消費者契約の締結について勧誘を受けている場所において、当

該消費者が当該消費者契約を締結するか否かについて相談を行うために電話その

他の内閣府令で定める方法によって当該事業者以外の者と連絡する旨の意思を示

したにもかかわらず、威迫する言動を交えて、当該消費者が当該方法によって連絡

することを妨げること。 

五 当該消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから、次に掲げる事項に対する願

望の実現に過大な不安を抱いていることを知りながら、その不安をあおり、裏付け

となる合理的な根拠がある場合その他の正当な理由がある場合でないのに、物品、

権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものが当該願望を実現するために

必要である旨を告げること。 

イ 進学、就職、結婚、生計その他の社会生活上の重要な事項 

ロ 容姿、体型その他の身体の特徴又は状況に関する重要な事項 

六 当該消費者が、社会生活上の経験が乏しいことから、当該消費者契約の締結につ

いて勧誘を行う者に対して恋愛感情その他の好意の感情を抱き、かつ、当該勧誘を

行う者も当該消費者に対して同様の感情を抱いているものと誤信していることを
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知りながら、これに乗じ、当該消費者契約を締結しなければ当該勧誘を行う者との

関係が破綻することになる旨を告げること。 

七 当該消費者が、加齢又は心身の故障によりその判断力が著しく低下していること

から、生計、健康その他の事項に関しその現在の生活の維持に過大な不安を抱いて

いることを知りながら、その不安をあおり、裏付けとなる合理的な根拠がある場合

その他の正当な理由がある場合でないのに、当該消費者契約を締結しなければその

現在の生活の維持が困難となる旨を告げること。 

八 当該消費者に対し、霊感その他の合理的に実証することが困難な特別な能力によ

る知見として、当該消費者又はその親族の生命、身体、財産その他の重要な事項に

ついて、そのままでは現在生じ、若しくは将来生じ得る重大な不利益を回避するこ

とができないとの不安をあおり、又はそのような不安を抱いていることに乗じて、

その重大な不利益を回避するためには、当該消費者契約を締結することが必要不可

欠である旨を告げること。 

九 当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をする前に、当該

消費者契約を締結したならば負うこととなる義務の内容の全部若しくは一部を実

施し、又は当該消費者契約の目的物の現状を変更し、その実施又は変更前の原状の

回復を著しく困難にすること。 

十 前号に掲げるもののほか、当該消費者が当該消費者契約の申込み又はその承諾の

意思表示をする前に、当該事業者が調査、情報の提供、物品の調達その他の当該消

費者契約の締結を目指した事業活動を実施した場合において、当該事業活動が当該

消費者からの特別の求めに応じたものであったことその他の取引上の社会通念に

照らして正当な理由がある場合でないのに、当該事業活動が当該消費者のために特

に実施したものである旨及び当該事業活動の実施により生じた損失の補償を請求

する旨を告げること。 

４ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、物品、権利、役

務その他の当該消費者契約の目的となるものの分量、回数又は期間（以下この項にお

いて「分量等」という。）が当該消費者にとっての通常の分量等（消費者契約の目的

となるものの内容及び取引条件並びに事業者がその締結について勧誘をする際の消

費者の生活の状況及びこれについての当該消費者の認識に照らして当該消費者契約

の目的となるものの分量等として通常想定される分量等をいう。以下この項において

同じ。）を著しく超えるものであることを知っていた場合において、その勧誘により

当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すこと

ができる。事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、消費者が既に当該

消費者契約の目的となるものと同種のものを目的とする消費者契約（以下この項にお

いて「同種契約」という。）を締結し、当該同種契約の目的となるものの分量等と当
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該消費者契約の目的となるものの分量等とを合算した分量等が当該消費者にとって

の通常の分量等を著しく超えるものであることを知っていた場合において、その勧誘

により当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときも、同様とする。 

５ 第一項第一号及び第二項の「重要事項」とは、消費者契約に係る次に掲げる事項（同

項の場合にあっては、第三号に掲げるものを除く。）をいう。 

一 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの質、用途その他の

内容であって、消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影

響を及ぼすべきもの 

二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものの対価その他の取引

条件であって、消費者の当該消費者契約を締結するか否かについての判断に通常影

響を及ぼすべきもの 

三 前二号に掲げるもののほか、物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的と

なるものが当該消費者の生命、身体、財産その他の重要な利益についての損害又は

危険を回避するために通常必要であると判断される事情 

６ 第一項から第四項までの規定による消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示

の取消しは、これをもって善意でかつ過失がない第三者に対抗することができない。 

 

 


